
 

資 料 

 

（１）オープンデータの定義 

    

国、地方公共団体及び事業者が保有する官民データのうち、国民誰もがインター ネ

ット等を通じて容易に利用（加工、編集、再配布等）できるよう、次のいずれの項目

にも該当する形で公開されたデータをオープンデータと定義する。  

① 営利目的、非営利目的を問わず二次利用可能なルールが適用注１されたもの  

② 機械判読注２に適したもの  

③ 無償注３で利用できるもの  
注１:二次利用を許諾する CC-BY などの表示が付与されているもの（表示がない、又「copyright」表示

がある場合、利用者は著作権侵害のリスクを負うこととなる）  

注２:「機械判読」とは、コンピュータプログラムが自動的にデータを加工、編集等できることを指す

（具体的にはｃｓｖ形式、ｘｍｌ形式など）  

注３:オープンデータとは言えないものの、データ提供システムの維持管理に要するコストを限定され

た利用者からの料金徴収でまかなうケースもある   

 

＊ＨＰへの掲載、ｐｄｆでの提供だけでは完全なオープンデータではない。 

 

 

（２）オープンデータ化推進のために努力したこと 

 

・県オープンデータカタログサイトの利用開放 

  → CKAN（内閣官房が公開するのパッケージと同じソフトウェア）の機能を利用

して、県内全市町村にアカウントを付与し、市町村職員が自由にデータ登録で

きる環境を提供。 

 ・職員のオープンデータの認知度向上のために、庁内行事や研修会にてプレゼン。 

・職員向けオープンデータ研修会の定期的開催。 

（内閣官房オープンデータ伝道師、総務省地域情報化アドバイザーを活用） 

・共通フォーマットによるオープンデータ公開の（データ保有課への）働きかけ。 

・具体的な数値目標を定めオープンデータの公開を進めた。 

・オープンデータ研修会（総務省）の活用。 

 

 

☆ヒアリング等から分かった勘違い点 

   ＨＰに情報掲載しているのでオープンデータ済みである。 

 

 



 

                                              

                                              

(３） データの現状と課題（倉敷市真備地区の浸水被害を事例として） 



 （４） 定義書を基に作成したデータサンプル 

                     

                      
                                                 

 
 

 
 



 

 

 

 
 

 
 

 

 

 

 

 

 

 



 

（５） 中国地域オープンデータ利活用ラウンドテーブル(令和元年度)構成メンバ 

 

・レビューボードメンバ 

総務省中国総合通信局 局長 本間 祐次(令和元年７月から) 

(長塩 義樹(令和元年７月まで))  

     一般社団法人 中国経済連合会 情報通信委員会 永野 浩介 

     中国情報通信懇談会 運営委員長 （広島大学副学長） 相原 玲二 

     広島大学 大学院国際協力研究科 教授 藤原 章正 

 

・テーブルメンバ（リーダー） 

     広島大学 大学院国際協力研究科 力石 真 

     岡山県立大学 情報工学部 情報システム工学科 菊井 玄一郎 

 

・テーブルメンバ（参加機関） 

国土交通省中国地方整備局、国土交通省中国運輸局、国土交通省中国地方測

量部、鳥取県、島根県、岡山県、広島県、山口県、広島市、岡山市、倉敷市、

一般社団法人データクレイドル、西日本電信電話株式会社中国事業本部 

 

（事務局） 

総務省中国総合通信局、一般社団法人中国経済連合会、中国情報通信懇談会 


